














 

注記事項 

 

［重要な会計方針］ 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 

ただし、退職一時金については費用進行基準を、「特別教育研究経費」及び「特殊要因経費」に充当

される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い成果進行基準又は費用進行基準を採用

しております。 

２．減価償却の会計処理方法 

 (1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下の

とおりです。 

 建物  3～50年 

構築物  3～75年 

機械装置  7～17年 

船舶  4～14年 

車両運搬具 4～6年 

工具器具備品 4～15年 

  なお、受託研究収入により購入した償却資産については当該受託研究期間を耐用年数としておりま

す。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第83）の減価償却相当額については、損益外減価償

却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいており

ます。 

３．未収附属病院収入に係る引当金の計上基準 

   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における自己都合要支給額を退職給付に係る引当金と

して計上しております。 

ただし、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、引当金を計上しておりません。 

   また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、当事業年度末に

おける自己都合要支給額を用いて計算した退職給付見積額の当期増加額を計上しております。 

５．有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的債券 償却原価法(定額法) 

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  最終仕入原価法 

７．外貨資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 (1) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

a 土 地 

国有財産については、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務

指針に基づき、計算しております。 

 



 

なお、計算に使用した利率は、文部科学大臣の通知による1.650％であります。 

地方公共団体財産については、無償貸付を受けている地方公共団体の条例で定める額を参考に計

算しております。 

ｂ 建 物 

近隣の賃借料を参考に計算しております。 

ｃ 工具器具備品 

減価償却相当額を計算しております。 

 (2) 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10年利付政府保証債の平成19年3月末利回りを参考に1.650％で計算しております。 

 (3) 政府又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に

使用した利率 

10年利付政府保証債の平成19年3月末利回りを参考に1.650％で計算しております。 

９．リース取引の会計処理 

   リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

10．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 

［会計処理の変更］ 

１．従来、賞与引当金は計上しておりませんでしたが、平成19年3月26日付事務連絡により賞与引当 

金の取り扱いが明確化されたことに伴い、職員の賞与の支給見込額のうち当期負担相当額を計上して 

おります。 

ただし、運営費交付金により財源措置されるものについては計上しておりません。 

なお、賞与引当金を計上したことによる平成18年度決算における影響額は次のとおりです。 

     大学(病院を除く)   12,884,471円 

     病院               97,505,894円 

     計                110,390,365円 

２．当事業年度より、固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準(「固定資産の減損に係る国立大学 

法人会計基準の設定及び国立大学法人会計基準の改訂について」(国立大学法人会計基準等検討会議  

平成17年12月22日)及び「「固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準」及び「固定資産の減損 

に係る国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」(文部科学省 日本公認会計士協会 平成18 

年1月17日)」を適用しております。 

  これにより、固定資産が100,035,207円、資産見返運営費交付金等が676,199円、資本剰余金が 

99,359,008円減少しております。 

 

［貸借対照表関係］ 

１．担保に供している資産  土地    25,100,000,000円 

２．担保されている債務   長期借入金    212,320,000円 

３．当事業年度末における債務保証の総額  20,186,866,107円 

４．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額   23,158,777,349円 

５．減損処理について 

  (1)減損を認識した固定資産の概要 

名称 用途 種類 場所 帳簿価格 

建物 

(附属工作物を含む) 

学生研究室 

保健管理センター 
有形固定資産 霞地区 70,643,741

電話加入権 電話加入施設設置負担金 無形固定資産 － 30,746,000

  (2)減損の認識に至った経緯 

     ・建物          平成18年12月28日付で原爆放射線医科学研究所新棟の建設及びこれに伴う旧棟

の解体・取り壊しの決定を行ったため。 



 

     ･電話加入権    価格の著しい下落状態が続いており、今後の回復可能性も見込めないため。 

  (3)当期の減損はいずれも、本学が中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生じたもの

であるため、損益計算書上の費用には計上しておりません。 

  (4)回収可能サービス価格について、建物は取り壊しのため備忘価格である34円とし、電話加入権は正

味売却価格であり、国税庁の発行する平成18年分財産評価基準書に基づき算定しております。 

 

［損益計算書関係］ 

１．国から承継した診療機器等の資産見返勘定に係る当期の資産見返勘定戻入額 331,863,593円 

 ２．前事業年度以前においては、附属病院における経費すべてを診療経費としておりましたが、平成 19

年3月1日付『「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針 報告書』

の改訂により、診療報酬の獲得が予定される行為に要する経費を対象とするよう変更しております。 

   これによる影響額は次のとおりです。 

    教育経費の増   9,178,838円 

    研究経費の増  172,755,886円 

    一般管理費の増 128,080,830円 

    診療経費の減  310,015,554円 

  ３．臨時損失の建物設備修繕費及び臨時利益の施設費収益は、アスベスト対策事業に伴う額を計上してお

ります。 

 

［キャッシュ・フロー計算書関係］ 

１．資金期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定   7,863,459,175円 

定期預金                   △3,000,000,000円 

資金期末残高   4,863,459,175円 

２．重要な非資金取引 

  (1) ファイナンス・リースによる資産の取得  784,491,315円 

  (2) 寄附による資産の取得        838,508,595円 

 

［重要な債務負担行為］ 

      該当事項はありません。 

 

［重要な後発事象］ 

   該当事項はありません。 
























